
実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

自
治
事
務

法
定
受
託
事
務

 国庫
その他
特定
財源

 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

県税賦課徴収費 ○ ― ― 9 ○ 454,249 0 0 454,249 ○ ○ ○ 　 △ 11,648

地方税電子化協議会 ○ Ｈ16 8 2 ○ 9,282 0 0 9,282 ○ ○ ○ △ 559

OSSシステム運営事業 ○ Ｈ17 7 1 ○ 598 0 0 598 ○ 0

徴収強化対策推進事業 ○ Ｈ18 6 1 ○ 4,298 0 29 4,269 ○ ○ ○ ○ △ 961

不正軽油対策強化事業 ○ Ｈ18 6 1 ○ 4,390 0 0 4,390 ○ ○ ○ 　 ○ 0

「ふるさと税制調査会」開催事業 ○ Ｈ23 ― 1 ○ 1,915 0 0 1,915 ○ 0

6 6 0 0 15 6 0 474,732 0 29 474,703 0 0 1 1 0 1 1 0 0 1 2 1 1 1 0 0 0 4 0 2 0 0 0 0 0 △ 13,168

一般

平成２３年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）税務課

会計区分

課・室名

活動指標2結果分類 財源内訳

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応成果指標1結果分類

福井新々元気宣言
における位置付け

平成
２３年度
予算額

同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

活動指標1結果分類



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 税務管理 Ｇ・Ｔ
9 □ ■ ― 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ ― 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

445,322 697,797 587,204 469,759

470,361 710,933 526,114 478,763

465,723 702,617 507,752 470,285

104,051,897 113,871,035 92,807,252 90,688,124

92.6 93.0 97.1 97.0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

[事業目的]

県税の賦課徴収に要する経費

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

〕　　　＝　　　〔

Ⅱ

国　庫

県　単

整理統合

436,149

454,249

納税協力報償金　県税賦課徴収経費　税務電算システム維持管理費　不正軽油流通防止対策事業
自動車二税申告書記入等委託事業　税務職員研修事業　税務協会補助金　租税教育推進事業　県税の収納機会の拡大

[予算額および指標の推移等]

２３年度

Ⅲ

□

□ 終期の見直し

そ の 他

 〕　／　整備目標

廃　　止

見　直　し　額 △ 11,648

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止■ □所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

千　円

□

拡　　充

継　　続

□

県の自主課税を確保するための経費であり、必要不可欠である。

今後とも適正な徴収事務の推進を図り、税務職員一人ひとりが貴重な自主財源である県税収入を
確保するという使命を認識し、事業の廃止や業務内容の見直し等、効率的な事務運営を図ってい
く。

県税徴収率

計 画 の 達 成 状 況

指標

国　　　　　庫

その他特定財源

△ 3.8%

1.6%

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

総務 税務課

その他

一般会計

事　業
開　始
年　度

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

完　　了□

特　記　事　項

評価に基

づく今後

の 対 応

■

3.4%

2.8%

5.3%

平均伸び率区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

県税賦課徴収費 含まれる事業数

財源内訳

活動

事業効果

の推移 県税収入額成果

指標

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成23年度予算額

454,249

区　　　　　　分

一　般　財　源 454,249

－１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 税務管理 Ｇ・Ｔ
2 □ ■ Ｈ16 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 8 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

26,607 26,887 28,168 36,142

26,517 26,887 28,168 27,122

26,517 26,887 28,168 26,677

3,532 2,100 1,174 1,801

3,438 6,577 7,986 9,472

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

地方税電子化協議会 含まれる事業数

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成23年度予算額

9,282

国　　　　　庫

その他特定財源

の推移 成果

計 画 の 達 成 状 況

区　　　　　　分

Ⅳ

一　般　財　源 9,282

20,154

9,282

決 算 額 の 推 移

活動

指標事業効果

指標

法人二税電子申告登録法人数△ 10.4%

申告件数

登録法人数

拡　　充

継　　続

□

□

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

法人二税電子申告件数43.8%

平均伸び率

その他

一般会計

事　業
開　始
年　度

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

総務 税務課

国　庫

県　単

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

完　　了

□

平成18年1月より利用受付を行う

法人二税について電子申告システムの構築を完了し、平成１８年1月に電子申告を開始した。
平成２３年１月に国税庁との所得税確定申告書等のデータ連携（国税データ連携）の運用を開始
した。
（協議会負担金については減額）

□

見　直　し　額 △ 559

事業開始後の見直し状況

休　　止

整理統合 廃　　止

評価に基

づく今後

の 対 応
□

□ 終期の見直し

そ の 他

□

 〕　／　整備目標

千　円

特　記　事　項

□ 縮　　減■

「地方税電子化協議会」に参画し地方税電子申告システムの導入、運営
平成18年1月法人二税より電子申告開始

[予算額および指標の推移等]

２３年度

△ 2.5%

△ 15.8%

0.3%

事務区分経過年数

〕　　　＝　　　〔

Ⅰ

事業終了
予定年度

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

[事業目的]

地方税の電子申告システムの全国共同開発、共同運営に参加し、納税者の利便性の高い地方税の電子化を推進する。

事      業      名

法定受託事務

－２－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 税務管理 Ｇ・Ｔ
1 □ ■ Ｈ17 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 7 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

139,132 3,799 3,799 3,781

3,820 3,799 3,799 3,781

3,820 3,799 3,799 3,781

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

[事業目的]

自動車を保有するための多くの手続きを、インターネットを通じて２４時間、休日でも簡単に手続きを行うことができる「ＯＳＳ(自動車保有関係手続のワンストップサービス)システム」を導入し、国民
負担の軽減を図る。

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

〕　　　＝　　　〔

国　庫

県　単

整理統合

598

598

当初、平成１９年１月より新車新規登録手続き、平成２０年２月より継続検査を含む全手続に関して全国的な「ＯＳＳシステム」の導入を目指し、「ＯＳＳ都道府県税協議会」への費用負担、県側のシス
テム整備を行ってきたが、国の稼動スケジュールが変更となり、全手続きの稼動が平成２４年度以降へと延期された。本県においては国の全面稼動に目処がついた段階で、導入を進める。

[予算額および指標の推移等]

２３年度

□

□ 終期の見直し

そ の 他

 〕　／　整備目標

廃　　止

見　直　し　額

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止■ □所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

千　円

□

拡　　充

継　　続

□

全国一斉のスタートを目指し福井県も参画する。

国のスケジュール、事業の費用対効果を見極めたうえで事業の再開を検討したい。

計 画 の 達 成 状 況

指標

国　　　　　庫

その他特定財源

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

総務 税務課

その他

一般会計

事　業
開　始
年　度

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

完　　了□

特　記　事　項

国のOSSの稼動スケジュールが変更となり、全手続きの稼動が平成２４年度以
降へと延期された。本県においては国の全面稼動に目処がついた段階で、導入
を進める。

評価に基

づく今後

の 対 応

□

△ 45.5%

△ 21.3%

△ 0.3%

平均伸び率区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

OSSシステム運営事業 含まれる事業数

財源内訳

活動

事業効果

の推移 成果

指標

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成23年度予算額

598

区　　　　　　分

一　般　財　源 598

－３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 税務管理 Ｇ・Ｔ
1 □ ■ Ｈ18 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 6 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

18,570 8,609 8,623 8,358

4,150 4,935 5,045 4,129

2,687 2,469 2,259 1,629

8 8 5 4

71 108 51 49

93.3 93.0 97.1 97.0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

[事業目的]

県税の収入率向上および納税者の公平性の確保を図る

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

〕　　　＝　　　〔

△ 19.2%

国　庫

県　単

整理統合

5,869

4,298

納税推進室を中心に、滞納処分の実施など徴収強化を進める。
市町との連携強化に基づく個人住民税滞納の集中処理、悪質滞納者に対する財産調査、差押さえの重点実施

[予算額および指標の推移等]

２３年度

Ⅳ

Ⅲ

Ⅱ

□

□ 終期の見直し

そ の 他

 〕　／　整備目標

廃　　止

△ 1.5%

見　直　し　額 △ 961

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止□ □所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

千　円

□

拡　　充

継　　続

□

県税収入の確保に貢献している。

自主財源である県税の確保のため今後も必要であり、業務内容を見直すなど効率的な執行に努め
る。

計 画 の 達 成 状 況

指標

国　　　　　庫

その他特定財源

1.3%

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

総務 税務課

その他

一般会計

事　業
開　始
年　度

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

完　　了□

特　記　事　項

評価に基

づく今後

の 対 応

■

△ 21.6%

1.8%

△ 14.8%

平均伸び率

インターネット公売開催回数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

徴収強化対策推進事業 含まれる事業数

財源内訳

活動

事業効果

の推移

直接徴収引受件数

県税徴収率成果

指標

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成23年度予算額

4,298

区　　　　　　分

一　般　財　源

29

4,269

－４－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 税務管理 Ｇ・Ｔ
1 □ ■ Ｈ18 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 6 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

9,266 8,895 7,993 5,928

5,819 5,402 5,797 3,898

4,229 3,219 3,496 2,923

5 3 3 3

278 576 717 812

9,125,882 8,206,957 7,747,701 8,039,769

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

[事業目的]

脱法不法行為であるとともに環境汚染につながる不正軽油の流通を防止し、軽油引取税の適正な賦課徴収を行う。

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

〕　　　＝　　　〔

△ 0.1%

国　庫

県　単

整理統合

5,321

4,390

関係機関との連携の下、不正軽油の監視調査等を強化する。

[予算額および指標の推移等]

２３年度

Ⅲ

Ⅱ

Ⅲ

□

□ 終期の見直し

そ の 他

 〕　／　整備目標

廃　　止

0.5%

見　直　し　額

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止■ □所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

千　円

□

拡　　充

継　　続

□

軽油引取税の適正な賦課に貢献している。

軽油引取税の適正な賦課徴収の為に必要である。

計 画 の 達 成 状 況

指標

国　　　　　庫

その他特定財源

△ 4.0%

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

総務 税務課

その他

一般会計

事　業
開　始
年　度

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

完　　了□

特　記　事　項

評価に基

づく今後

の 対 応

□

△ 0.1%

△ 0.0%

△ 0.1%

平均伸び率

不正軽油撲滅啓発展開催回数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

不正軽油対策強化事業 含まれる事業数

財源内訳

活動

事業効果

の推移

軽油抜取検査数（検体数）

軽油引取税調定額（千円）成果

指標

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成23年度予算額

4,390

区　　　　　　分

一　般　財　源 4,390

－５－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 税務管理 Ｇ・Ｔ
1 □ ■ Ｈ23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 24 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 0 年 □

1９年度  ２０年度  ２１年度  ２２年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総務 部（庁） 税務課

事 業
区 分

国　庫 実行予算

福井から新政策のリーダーシップ その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言に
おける位置付け

「希望ふくい」のふるさとづくり 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 「ふるさと税制調査会」開催事業 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

 地方の活力を発揮し、新しい地方の生活モデルを実現するために、福井県が提唱した「ふるさと知事ネットワーク」１２県が連携して「ふるさと税制調査会」を設置し、税制の研究・提言を行う。

［事業内容］

「ふるさと税制調査会」の設置し、税制の研究・提言を行う。
　「ふるさと税制調査会」の開催
　テーマ別に実務的な調査研究を行うワーキング会議の開催

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２３年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 1,915

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 1,915

決 算 額 の 推 移

活動 「ふるさと税制調査会」の開催

事業効果 指標

の推移 成果 税制の提言の実施

指標

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 1,915

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 1,915

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　平成２４年５月頃に、本県で各県知事が参加して、税制調査会を開催し、具体的な提言を
まとめる予定。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－6－


